
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数
国家二級ガソリン

自動車整備士
② 85人 84人

人
国家二級ジーゼル

自動車整備士
② 85人 82人

人

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

7 名 3.7 ％

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/index.html
http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/gakka/jisei.html

■中退防止・中退者支援のための取組
  個人面談、放課後の学習支援など学生個々に焦点をあてた個別指導
　保護者との連携（連絡、および三者面談の実施）
　学生相談室（カウンセラー）　自動車業界への興味喚起

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　有
 　　　・ホンダ学園賛助会奨学金制度（貸与型）：学費及び寮費（半年毎）
　　　 ・本田宗一郎特待生制度（給付型）　　　　：学費の一部免除（1年間）

■専門実践教育訓練給付：　給付対象

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　無

平成31年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率
平成30年4月1日時点において、在学者　187名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者　180名（平成31年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

学業不振、進路変更、病気怪我等

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 96.5
■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　０人

年度卒業者に関する

■就職者数　      　： 82 人
■就職率　　　　　　： 100

■就職指導内容
就職説明会、企業説明会、企業セミナー等の開催
クラス担当及び就職担当による個別指導等

■卒業者数　　　　： 85

■就職希望者数　　： 82

献血、学園祭、校外研修、地域清掃活動等
本人及び保護者(家庭連絡）連絡、部科長・担任との三者面談
実施、保護者との連携強化

■サークル活動： 有

就職等の
状況※２

■主な就職先、業界等（平成２９年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
自動車販売会社、自動車整備工場、自動車メーカ、自動車関
連企業

（平成29年度卒業者に関する平成30年5月1日時点の情報）

長期休み

■学年始：  ４月　１日～４月　３日
■夏　 季：  ７月２７日～８月１８日
■冬　 季：１２月２８日～１月　６日
■学年末：  ３月１２日～３月３１日

卒業・進級
条件

必須科目全ての履修完了、および全ての試験に合格が課程
修了の条件必要な課程を修了した者を進級・卒業認定する

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応

学期制度
■前期：　４月１日～９月３０日
■後期：１０月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
平常試験、報告書及び期末試験を総合して評価。（平常及
び期末試験は６０点以上合格）

300人 189人 23人 10人 0人 10人

0 76時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
2090時間 1014時間 0 1270時間

認定年月日 平成29年2月28日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

工業 工業専門課程 自動車整備科
平成19年文部科学省

告示第21号

学科の目的
学校教育法及び私立学校法の規定に基づき、高度の一般教育と実践的専門的な技術及び理論を習得させ、新時代に相応しい健全有意な国家二級自
動車整備士を育成する事を目的とする。

049-264-0121
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人ホンダ学園 昭和55年3月17日 寺谷　公良
〒356-8567
埼玉県ふじみ野市鶴ヶ岡5-2-2

（電話）

ホンダテクニカルカレッジ
関西

昭和56年2月28日 五月女　浩
〒589-0012
大阪府大阪狭山市東茱萸木2丁目1937-1

（電話） 072-366-9011

（別紙様式４）

令和元年７月１日※１
（前回公表年月日：平成３０年７月１日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/index.html
http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/index.html


種別
①
③
③
③
③
③
③

木村　泰之　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　自動車研究開発科科長 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

藤本　昌伸　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　学務室長 Ｈ30年4月1日～Ｈ30年4月30日

寺尾　典篤　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　教務部部長 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

白石　拓三　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　自動車整備科科長 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

五月女　浩　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　校長 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

本多　章浩　　（学校側委員） ホンダテクニカルカレッジ関西　教頭 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

八千代工業株式会社 Ｈ30年4月1日～Ｈ30年6月25日

辻井　茂満(一級自動車整備研究科担当) 株式会社　ホンダカーズ大阪 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

河井　政昭(自動車整備科担当) 株式会社　ホンダ泉州販売 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

舘　久忠(自動車研究開発科担当） ホンダオートボディー株式会社

実践自動車整備
社会において実施されている実践的な整備内容をしり、そ
の手法等を理解習得する。
【企業実習・校内模擬企業実習】

（株）ホンダカーズ大阪
（株）ホンダ泉州販売
（株）ホンダクリオ南海
（株）ホンダネットナラ
（株）ホンダ四輪販売四国
を含め５７社

連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係
（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
企業CS調査においての弱点領域や点検整備など実践力不足に関して学生自らが気づく必要がある。また内定後の安堵感
による気の緩みなどから就職までに備えなければならないことを実行できない学生が多い。就職先の現場を経験することで
実社会の厳しさと自らの弱点を知り、卒業までの課題を自覚すると共に内定先からの期待を認識し、今後の学習意欲を喚起
する。
（２）実習・演習等における企業等との連携内容

就職内定先企業にて現場実習または、諸事情により現場実習が困難な場合は、提携企業から派遣された講師により校内模
擬現場実習を実施する。合わせて研修学生は実習先へ研修レポートを提出し、企業から考課表にて評価を戴くと共に科目評
価とする。（対象科目：実践自動車整備）

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要

（開催日時）
平成３０年度　第１回　平成３０年　６月７日（木）　１３：００～１５：２０
　　　　　　　　　第２回　平成３０年１１月２６日（月）　１３：００～１５：２０

（令和元年度)　第２回　令和元年１１月２１日（木）　開催予定
（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
教育課程編成委員会におけるカリキュラム等検討内容として
　　①授業内容の見直し　：興味促進カリキュラムの実施/新技術系内容の導入・同好会活動の活性化等
　　②教職員の能力向上も踏まえた他校交流会の企画・実施及び外部研修会への参加
　　③新規実習車教材等の購入検討　などの推進・活用を図ることとした。

平成３１年度　第１回　令和　元年　６月１４日（金）　１３：００～１５：２０

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

平成30年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期
原　一雄 一般社団法人　大阪府自動車整備振興会 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

太田　康(自動車研究開発科担当）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方

企業・業界団体等との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体等からの意見を十分
にいかし、カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行うことを基本に展開を図る。
企業実習などを通じ、学校では学びきれない実践力を養う。合わせて、就職先企業への企業ＣＳ調査を実施し、企業が求め
る人材要素や教育弱点領域の把握と授業への反映を行うものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
校長は当年度の教育課程編成を本校関係者により組織した教育課程編成委員会（以下「編成委員会」という。）に報告し、意
見を聴取し、その意見を尊重し、教育活動に活用する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

Ｈ30年6月27日～R2年3月31日

渡部 宏治(一級自動車整備研究科担当) 株式会社　ホンダカーズ大阪 Ｈ30年11月8日～R2年3月31日

白上　貴紀(自動車整備科担当) 株式会社　ホンダ泉州販売 Ｈ30年11月8日～R2年3月31日

① カリキュラムの改善

のため委員会を設置

② カリキュラムの改善へ

の意見を提案

③ 組織としてカリキュラ

ムの改善を検討・決定

④ 決定内容に応じてカ

リキュラムを改善

⑤ 実施結

果を検証



日程 参加者
6・7・8月 各回１名

日程 参加者
4月 2名

8月1日～8日 3名

種別
企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員 卒業生

企業等委員

ＰＴＡ

担当学科

（２）研修等の実績（H29年度）
①専攻分野における実務に関する研修等

大阪府専修学校各種学校連合会

自動車整備科担当 専修学校新任教員研修 大阪府専修学校各種学校連合会

新製品技術研修 本田技研工業株式会社

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:   http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/index.html

梶原　次昭 ホンダ テクニカル カレッジ 関西　後援会 会長 Ｈ31年4月1日～Ｒ2年3月31日

河井　政昭 株式会社　ホンダ泉州販売 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

松岡　孝 本田技研工業株式会社 Ｈ30年4月1日～R2年3月31日

辻井　茂満 株式会社　ホンダカーズ大阪 Ｈ30月4月1日～R2年3月31日

　　　平成31年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期
太田　康 八千代工業株式会社 Ｈ26年12月2日～Ｈ30年6月25日

（１１）国際交流
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

Ｈ３０年度の学校関係者評価委員会より、退学者数の低減の取り組み、社会貢献活動への積極的な取り組み、授業内容の
見直し、教職員の能力強化等の御提言を頂き、Ｒ元年度も引き続き重点施策として取り組んでいる。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

（８）財務 事業計画・主要財務数値・予算書・監査計画書
（９）法令等の遵守 専修学校設置基準・第一種養成施設指定基準
（１０）社会貢献・地域貢献 環境への取組み・社会貢献事業に対する取組み（地域清掃）

（５）学生支援 進路指導・学生相談・経済的支援・学生の健康管理・課外活動・学生寮・
（６）教育環境 国土交通省における一種養成施設設置基準
（７）学生の受入れ募集 募集活動目標と施策

（２）学校運営 ３ヵ年計画及び方針と目標（重点課題）
（３）教育活動 教務部方針及び重点課題対応施策
（４）学修成果 就職内定率・資格取得率・退学/休学率・社会的な活躍及び評価

学則に照らし建学の精神・育成方針に沿った年度毎の重点施策、学生生徒の状況、教育課程・学習指導、教員の状況につ
いて自己評価表を用い、自己評価を実施し、学外からの適正な評価を受けるため、学外者を含んだ学校関係者評価委員会
を組織し、実施した自己評価を検証する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 建学の志・学園の目的・教育方針　年度における重点課題

①専攻分野における実務に関する研修等

本田技研工業（株）による専門科目の教授に必要な新製品、新技術に関する研修（6月・7月・8月・10月）
全国自動車大学校整備専門学校協会による新技術・車両診断技術研修（8月7日～9日）

②指導力の修得・向上のための研修等
大阪府専修学校各種学校連合会による専修学校新任教員研修（8月1日～8日）
内部講師による指導伝達技法講習
大阪府専修学校各種学校連合会による人権教育・指導力向上研修（5月・6月・7月・10月・11月）

（１）学校関係者評価の基本方針

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

②指導力の修得・向上のための研修等

（３）研修等の計画（R元年度）

担当学科 内容 連携する企業等
自動車整備科担当

自動車整備科担当 新任教職員人権研修
内容 連携する企業等

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係
（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

学則細則より、教員は、校長の指示により、その専門分野における実務能力の向上及び指導力の修得・向上のために必要
な研修を定期的に受けるものとする。
研修は①専攻分野における実務に関する知識、技能等の習得・向上、②指導力の習得・向上を目的として実施されるものを
主として受講研鑽することとする。

舘　久忠 ホンダオートボディー株式会社 Ｈ30年6月26日～R2年3月31日



（１１）その他

（８）学校の財務 主要財務数値
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価、改善施策
（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、課外活動（同好会・ボランティア活動）
（６）学生の生活支援 学生相談、学生寮
（７）学生納付金・修学支援 納付金情報、奨学金制度

（２）各学科等の教育 入学・卒業情報、カリキュラム、資格･国家試験結果、進路
（３）教職員 教職員数、組織情報、教員の専門性
（４）キャリア教育・実践的職業教育 企業との連携による取組み状況、就職支援への取り組み

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

より職業実践教育に資するため、必要な情報を提供する

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 建学の志、学園の目的、教育方針、沿革、安全･保健対策計画

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。」関係

URL:   http://www.hondacollege.ac.jp/honda_w/index.html
（３）情報提供方法
※（１０）及び（１１）については任意記載。
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○
基礎自動車工
学

これから学ぶにあたり、基本的な自動車と
は何かについて理解する。整備士にかかわ
る工学的な基本事項理解する。

１
前

23 ○ ○ ○

○
エンジン系構
造

原動機及びエンジン系電装品、動力伝達装
置の作動原理及び基本構造、名称等を理解
習得する。

１
前

63 ○ ○ ○

○ シャシ系構造
車体各部及び車体系電装品、動力伝達装置
の作動原理及び基本構造、名称等を理解習
得する。

１
前

63 ○ ○ ○

○ 自動車総論
自動車に関する物理・数学、環境、内燃機
関等基礎概論を理解習得する

１
通

25 ○ ○ ○

○ 図面・材　料
自動車を取り扱う上で必要な材料の種類、
製法、特徴、用途及び図面に関する一般知
識について理解習得する

１
通

19 ○ ○ ○

○
エンジン系整
備

エンジン及びエンジン系電装品の点検整
備、および電子制御燃料噴射装置の基礎を
学ぶ

１
後

37 ○ ○ ○

○ シャシ系整備
車体、動力伝達、変速装置、走行装置、懸
架装置、および灯火類などのシャシ系電気
装置の点検整備を学ぶ

１
後

37 ○ ○ ○

○ 二輪車整備
二輪車特有の各種装置の点検整備、および
調整方法を学ぶ

１
後

36 ○ ○ ○

○
整備作業・測
定・検査・機
器

整備作業・測定・検査に関して、その目的
を理解し、基本的な作業の仕方や正しい使
用法などを理解する

１
通

34 ○ ○ ○

　　３７科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

必須科目全てにおいて必要時間の履修を完了し、かつ全ての試験に合格することが
課程修了の条件となり、必要な課程を修了した者を進級・卒業認定とする

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 ２６週

（留意事項）

教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 ２０９３単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（工業専門課程自動車整備科）平成３０年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所
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○
エンジン系応
用

エンジン総論バランサ機構、可変バルブ開
閉機構、ロータリエンジン、燃料装置、Ｌ
ＰＧ、過給機など、エンジンの構造機能
（応用編）及び、燃料油脂などについて理
解習得する

２
前

37 ○ ○ ○

○ シャシ系応用

シャシ性能総論、ＡＴ、油圧ＰＳ、アライ
メント要素、クラッチ、トルクコンバー
タ、サスペンション性能、ＡＢＳ，ＴＣＳ
等の機能構造作動等について理解習得する

２
前

37 ○ ○ ○

○
ジーゼル自動
車

ジーゼル自動車全般についての構造作動機
能・故障診断と整備を習得する

２
後

27 ○ ○ ○

○
総合自動車工
学

国家二級試験に合格するために、自動車工
学の復習を行い、理解度を深める

２
後

28 ○ ○ ○

○ 自動車総論
走行性能、プラネタリギヤ、エンジン性
能、熱効率と仕事率、電気効率、オシロス
コープ波形、軸重計算、制動性能　等

２
前

27 ○ ○ ○

○ 故障原因探求

機械系の故障診断における診断方法と対応
手法を理解習得する。一級資格につながる
電子制御系統の診断手法の基本を理解習得
する。整備に関する制度等の基本的な事項
を理解する

２
後

27 ○ ○ ○

○
総合自動車整
備

自動車検査業務や点検整備など、社会にお
いて実施されている実践的な整備内容をし
り、その手法等を理解習得する。

２
後

54 ○ ○ ○

○ 自動車検査

自動車の点検車検要領・診断機器・大型自
動車・検査機器取り扱いなど自動車の検査
や各検査機器の活用と関係法令・基準等に
ついて理解する

２
前

23 ○ ○ ○

○ 自動車法規

法規道路運送車両法、道路運送車両の保安
基準を学ぶことを通じて、二級自動車整備
士としての知識と技術を習得して正しい法
規の運用能力を身に付ける。

２
後

23 ○ ○ ○

　　３７科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

必須科目全てにおいて必要時間の履修を完了し、かつ全ての試験に合格することが
課程修了の条件となり、必要な課程を修了した者を進級・卒業認定とする

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 ２６週

（留意事項）

教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 ２０９３単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（工業専門課程自動車整備科）平成３０年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所
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○ 工作作業
整備に必要な機械加工技術を理解習得する
とともに、工作機器の基本的な取り扱いを
覚える

１
前

23 ○ ○ ○

○ 基本計測 計測作業の正しい方法を理解習得する
１
通

45 ○ ○ ○

○
実エンジン系
構造

エンジン本体・潤滑・冷却・燃料装置・吸
排気装置及びエンジン系電装品の分解組立
作業等を通じ構造機能と故障整備概要を理
解習得する

１
前

153 ○ ○ ○

○
実シャシ系構
造

クラッチ・ＡＴ/ＭＴ・サス・ブレーキ・ス
テアリング・ボディ及びシャシ系電装品の
分解組立作業等を通じ構造機能作動と故障
整備概要を理解習得する

１
前

153 ○ ○ ○

○
実エンジン系
整備

前期エンジン系構造実習にて得た分解・組
立方法を基に作業を行い、整備に必要な点
検・調整方法を理解習得する

１
後

109 ○ ○ ○

○
実シャシ系整
備

前期ｼｬｼ系構造実習にて得た分解・組立方法
を基に作業を行い、整備に必要な点検・調
整方法を理解習得する

１
後

109 ○ ○ ○

○ 実二輪車整備
前期二輪車構造実習にて得た分解・組立方
法を基に作業を行い、整備に必要な点検・
調整方法を理解習得する

１
後

86 ○ ○ ○

○
実エンジン系
応用

Ｖ６エンジン・可変バルブ機構、ロータ
リ、ＬＰＧ燃料装置、過給機、ラッシュア
ジャスタなどエンジン新機構・応用機構の
構造機能等を分解組立作業等を通じ理解習
得する

２
前

106 ○ ○ ○

○
実シャシ系応
用

オートマチックトランスミッション、パ
ワーステアリング、アライメントなどシャ
シ新機構・応用機構の構造機能等を分解組
立作業等を通じ理解習得する

２
前

106 ○ ○ ○

　　３７科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

必須科目全てにおいて必要時間の履修を完了し、かつ全ての試験に合格することが
課程修了の条件となり、必要な課程を修了した者を進級・卒業認定とする

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 ２６週

（留意事項）

教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 ２０９３単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（工業専門課程自動車整備科）平成３０年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所
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○
実践自動車整
備

社会において実施されている実践的な整備
内容をしり、その手法等を理解習得する。
【企業実習・校内模擬企業実習】

２
前

50 ○ ○ ○ ○

○ 実自動車検査
自動車の検査について実習作業を通じ理解
習得する。各検査機器の活用と関係法令・
基準等について理解する

２
前

57 ○ ○ ○

○
実ジーゼル自
動車

ジーゼル自動車全般についての構造作動機
能・故障診断と整備を習得する

２
後

50 ○ ○ ○

○
実故障原因探
求

機械系の故障診断における診断方法と対応
手法を理解習得実践する。電子制御系統の
診断手法の基本を理解習得する。

２
後

50 ○ ○ ○

○
総合自動車整
備

自動車検査業務や点検整備など、社会にお
いて実施されている実践的な整備内容など
を実践し、その手法等を理解習得する。

２
後

100 ○ ○ ○

○ 安全運転
安全運転に関する心構えを認識し、今後の
運転等の意識改革を図るとともに事故減少
に取り組む

１
２
通

36 ○ △ ○ △ ○

○ 接客実務
サービスにおける接客実務の理解の幅を広
げ、実践できるようにする（ＳＥ３級）

１
２
前

36 ○ ○ ○

○ 特別講座

就職先進路別グループに分かれ、国家試験
合格に向けた最終実力養成と、即戦力とな
りうる実践的スキルの習得、向上を目指し
実力養成を図る

２
後

108 △ ○ ○ ○

○
新機構・次世
代技術

車両技術領域及び診断作業等領域における
新デバイス・新システム等の構造機能等の
理解習得を図る

１
２
後

21 ○ ○ ○

　　３７科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

必須科目全てにおいて必要時間の履修を完了し、かつ全ての試験に合格することが
課程修了の条件となり、必要な課程を修了した者を進級・卒業認定とする

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 ２６週

（留意事項）

教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 ２０９３単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（工業専門課程自動車整備科）平成３０年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
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学
期

授
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時
　
数
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位
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授業方法 場所
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○
新機構・次世
代技術

車両技術領域及び診断作業等領域における
新デバイス・新システム等の構造機能、整
備要領等の理解習得を図る

１
２
後

75 ○ ○ ○

　　３７科目

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

必須科目全てにおいて必要時間の履修を完了し、かつ全ての試験に合格することが
課程修了の条件となり、必要な課程を修了した者を進級・卒業認定とする

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 ２６週

（留意事項）

教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 ２０９３単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

授業科目等の概要

（工業専門課程自動車整備科）平成３０年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所


